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A．研究目的
1） �全国のエイズ治療拠点病におけるHIV感染症担

当看護師の活動状況の実態を把握し看護体制や
看護師の支援の在り方について探索しHIV感染
症看護師の役割や活動、位置づけについて提言
する。

2） �首都圏エイズ治療中核拠点病院多職種・行政連
絡会議（看護分科会）における看護体制及び活
動支援、行政との連携によるHIV看護ネット

ワーク構築の検討
3） �看護師間・多職種間の相互交流における協働支

援の習得・普及と療養支援のネットワーク構築
の検討

4） �HIV感染初期患者への疾患や治療、療養に関す
る説明に対し補足または理解の向上を目指す教
材の制作。
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ブロック内中核拠点病院間における相互交流による
HIV診療環境の相互評価とMSWと協働による
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HIV感染者はHIV感染症の他、長期療養における高齢化や悪性腫瘍等の合併症、肝疾

患等、複数の疾患をかかえ、HIV診療は複数の院内診療科及び、部門間の連携を強化

し医療機関全体で対応する体制整備が行われている。更に院外の専門医療機関との協

働も必要不可欠となり、チーム医療の重要性を認識し専門家間をつなぐ連携機能（コー

ディネーション）の役割が、医療を滞りなく提供する上で重要な役割を果たす。HIV感

染者の在宅療養では、都道府県における良質かつ適切な医療を居住地で安心して受け

られる基盤作りが進められる中、医療と福祉・介護の連携強化に必要な地域とのネッ

トワーク構築など、包括的な医療提供の体制整備が求められている。このような医療

福祉の連携による包括的な課題に対応する看護職の役割機能への期待は大きく、所属

する医療機関の機能に即して幅広い看護実践が行われている。

本研究は1） 全国のエイズ治療拠点病におけるHIV感染症担当看護師の活動状況の実態

を把握し看護体制や看護師の支援の在り方について探索しHIV感染症看護師の役割や

活動、位置づけについて提言することを目的に研究を行ったので報告する。また、2） 

首都圏エイズ治療中核拠点病院多職種・行政連絡会議（看護分科会）における看護体

制及び活動支援、行政との連携によるHIV看護ネットワーク構築の検討、3） 看護師

間・多職種間の相互交流における協働支援の習得・普及と療養支援のネットワーク構

築の検討、4） HIV感染初期患者への疾患や治療、療養に関する説明に対し補足または

理解の向上を目指した教材の制作、の取り組みを報告する。

研究要旨
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B．研究方法
1） HIV感染症の看護支援体制調査

（1）方法
郵送法によるアンケート調査

（2） 対象
エイズ治療拠点病院366施設（ACC除く）の看護
管理者（366名）、HIV担当看護師（366施設×1施
設5名まで）、HIV診療医師（366×1施設2名まで）
において、本研究に同意が得られた者。
同意取得：本研究の趣旨を文書にて説明しアンケー
ト回答用紙の同意確認欄で同意を得たもの。
登録期間：2025年1月14日〜2月28日まで。

（3） 調査項目
調査票A, B, Cの対象と質問内容は下記の通り。
・�調査票A（看護管理者）：看護管理者における看

護師の配置や役割、看護活動への認識、育成に関
する意見など

・�調査票B（HIV感染症担当看護師）：配属先や業
務体制に関すること、HIV感染症患者への「療養
指導・相談対応の実施状況」を確認した。

<5分類50項目>
a．患者情報収集・アセスメント（6項目）
b．療養継続支援（14項目）
c．意思決定支援（5項目）
d．チーム医療による包括医療（14項目）
e．院外の機関との協働（11項目）
・�調査票C（HIV診療担当医師）：HIV診療チーム

による看護師の活動状況、看護活動への医師によ
る認識など。

（4） 分析
各項目のカテゴリー型データについては割合を計算
する。調査票A, B, Cの解析集団に分け、医療区分

（ブロック拠点病院、中核拠点病院、一般拠点病院）
にて比較検討する。

（5）考察
先行して実施した「看護支援体制に関するアンケー
ト調査」の分析結果を踏まえ、HIV医療に関わる特
定集団に対し、HIV看護支援体制における実体験
や認識、現状の課題等をヒアリングし整理した。
<倫理面への配慮>

本研究の実施は、倫理面への配慮を十分に行い実
施した（承認番号：JIHS-S-004967-01承認）。

2） 首都圏エイズ治療中核拠点病院多職種・行政連絡
会議（看護分科会）における看護体制及び活動支

援、行政との連携によるHIV看護ネットワーク構
築の検討

（1） 出席者
ACC/首都圏エイズ治療中核拠点病院（1都：3施設、
4県：5施設、オブザーバー1施設）のHIV診療に
携わる担当看護師12名

（2） 検討事項
①看護師の活動支援
②�中核拠点病院としての機能を担うことの実施評価

に必要な活動項目
③HIV看護ネットワーク構築

3） 看護師間・多職種間の相互交流における協働支援
の習得・普及と療養支援のネットワーク構築の検
討

（1） 看護師間の協働
令和5年度、令和6年度のセミナー開催報告、令和
7年度のシンポジウム開催報告

（2） 看護職と心理職の協働
令和5年度〜令和7年のセミナー開催報告

（3）3年間にわたるセミナーとシンポジウム開催に
関する別冊報告書の作成

4） HIV感染初期患者への疾患や治療、療養に関する
説明に対し補足または理解の向上を目指す教材の
制作

（1） 既存の教材「からだ・こころ・くらし・くすり
ノート（通称：患者ノート）の配布状況と活用実態
の把握

（2）HIV感染初期患者向け教材（リング製本）を制
作し普及する。

C．研究結果
1） HIV感染症の看護支援体制調査

（1） HIV感染症看護支援体制調査（選択型回答）
調査票の有効回答数は、調査票A（看護管理者）：
122名、調査票B（HIV感染症担当看護師）：402名、
調査票C（HIV診療担当医師）：208名であった。調
査票ABCについて、医療区分（ブロック拠点病院、
中核拠点病院、一般拠点病院）に分類し比較検討し
た。
①医療区分による体制格差の明確化
本調査では、エイズ治療拠点病院の医療区分（ブ
ロック拠点・中核拠点・一般拠点）により、看護支
援体制調査票A・実践内容調査票Bに明確な差が認
められた。
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a．ブロック拠点病院
・�専従・専任看護師配置率が高い
・�療養指導・相談対応の実施割合が最も高い（平均

80%）
・�院内事例検討・院外機関との連携が比較的活発
・�医師からも看護師の役割が高く評価されていた
b．中核拠点病院
・�専任配置はあるが専従は限定的
・�実践割合はブロックより低いが一定水準を維持
・�院外との連携や地域支援機能は十分とはいえない
・�約4割が院外指導を受けたことがない
c．一般拠点病院
・�患者数は少ないが看護師の直接支援実施率は低い
・�実践割合平均54.7%と最も低い
・�「機会がない」「業務にない」が未実施理由として

多い

・�約半数が院外指導を受けたことがない
②院内活動と院外連携のアンバランス
a．院内活動
・�情報収集・療養継続支援・意思決定支援は高い実

施率
・�チーム医療は院内では機能していた（表B-14-1）。
b．院外活動
・�地域関連機関との協働、カンファレンス参加、役

割分担調整は低実施率
・�未実施理由の多くが「機会がない」
・�特に院外機関との協働11項目、チーム医療の院外

機能
は全医療区分で低調であり、全国的課題であった

（表B-14-1）。
③看護師の役割認識と業務負担
・�医師は「患者の思いやニーズの把握」（表C-8-2）、「医

資料１

表A-7　配置している看護師の体制（N=92, 複数回答）

全体（N=92）
ブロック拠点病

院（n=11）
中核拠点病院

（n=31）
一般拠点病院

（n=50）
病棟外来の一元化体制（病棟と外

来をローテーションする）
6.5% 0.0% 12.9% 4.0%

外来と病棟の
配置は分離している

78.3% 72.7% 67.7% 86.0%

その他 10.9% 27.3% 9.7% 8.0%
無回答 4.3% 0.0% 9.7% 2.0%

※診療科の外来の看護師配置があると回答した92件を分析対象とした。

全体（N=122）
ブロック拠点病

院（n=11）
中核拠点病院

（n=35）
一般拠点病院

（n=76）
いる 69.7% 100.0% 85.7% 57.9%

いない 28.7% 0.0% 8.6% 42.1%
無回答 1.6% 0.0% 5.7% 0.0%

表A-9　看護師が院内活動で担っているもの

全体（n=85）
ブロック
拠点病院
（n=11)

中核拠点病院
（n=30）

一般拠点病院
（n=44）

HIV 感染症患者への療養指導や相
談対応

92.9% 100.0% 96.7% 88.6%

HIV 診療チームのケースカンファ 67.1% 72.7% 83.3% 54.5%
HIV 診療チームの運営会議・ミー
ティングへの参加

61.2% 100.0% 73.3% 43.2%

医療従事者向けの研修会などの開
催

43.5% 63.6% 63.3% 25.0%

院内スタッフへのHIV患者への療
養支援に関する指導やコンサル
テーション

44.7% 72.7% 50.0% 34.1%

その他 3.5% 9.1% 3.3% 2.3%
※HIV感染症患者に対して療養指導・相談対応をおこなっている看護師がいる85件の医療区分に対して％算出

表A-10　看護師が院外活動で担っているもの

全体（n=85）
ブロック
拠点病院
（n=11)

中核拠点病院
（n=30）

一般拠点病院
（n=44）

拠点病院からの患者への療養指
導・相談対応に関するコンサル
テーション

29.4% 72.7% 30.0% 18.2%

拠点病院以外（一般病院やクリ
ニックなど）へのコンサルテー
ション

25.9% 54.5% 30.0% 15.9%

行政や拠点病院等が開催するHIV
関連会議への参加

75.3% 100.0% 86.7% 61.4%

地域の介護事業所、訪問看護ス
テーション等が開催する会議への
参加

22.4% 36.4% 33.3% 11.4%

地域の医療従事者向けの研修会な
どの開催

37.6% 63.6% 56.7% 18.2%

その他 2.4% 9.1% 3.3% 0.0%
※HIV感染症患者に対して療養指導・相談対応をおこなっている看護師がいる85件の医療区分に対して％算出

表A-8　患者に対して療養指導・相談対応をおこなっている看護師有無（N=122）

資料１

ｎ ％
ブロック拠点病院 11 9.0
中核拠点病院 35 28.7
一般拠点病院 76 62.3

表A-2　現在通院しているHIV感染者患者数（N=122）

全体（N=122）
ブロック拠点病

院（n=11）
中核拠点病院

（n=35）
一般拠点病院

（n=76）
１～９人 27.9% 0.0% 5.7% 42.1%
10～19 人 8.2% 0.0% 8.6% 9.2%
20～49 人 22.1% 36.4% 22.9% 19.7%
50～99 人 17.2% 9.1% 20.0% 17.1%
100人以上 24.6% 54.5% 42.9% 11.8%

表A-3　1日に受診される患者数概算（N=122）

全体（N=122）
ブロック拠点病

院（n=11）
中核拠点病院

（n=35）
一般拠点病院

（n=76）
０人 9.8% 0.0% 0.0% 15.8%

1～5 人 64.8% 45.5% 57.1% 71.1%
6～20人 19.7% 36.4% 34.3% 10.5%

21～50 人 3.3% 9.1% 5.7% 1.3%
51人以上 0.8% 9.1% 0.0% 0.0%
無回答 1.6% 0.0% 2.9% 1.3%

表A-4　ウイルス疾患指導料２施設基準加算算定（N=122）

全体（N=122）
ブロック拠点病

院（n=11）
中核拠点病院

（n=35）
一般拠点病院

（n=76）
算定している 57.4% 100.0% 77.1% 42.1%

算定していない 40.2% 0.0% 22.9% 53.9%
無回答 2.5% 0.0% 0.0% 3.9%

表A-5　HIV感染症の診療を行っている外来の看護師配置の有無（N=122）
全体（N=122） ブロック拠点病

院（n=11）
中核拠点病院

（n=35）
一般拠点病院

（n=76）
配置がある 75.4% 100.0% 88.6% 65.8%
配置なし 24.6% 0.0% 11.4% 34.2%

表A-6　配置している看護師は専任か専従か（N=92, 複数回答）

全体（N=92）
ブロック拠点病

院（n=11）
中核拠点病院

（n=31）
一般拠点病院

（n=50）
専任 62.0% 81.8% 54.8% 62.0%
専従 15.2% 54.5% 19.4% 4.0%

その他 32.6% 18.2% 35.5% 34.0%
※診療科の外来の看護師配置があると回答した92件を分析対象とした。

表A-1　医療区分（N=122）

調査票A 看護管理者対象調査　結果表調査票A 看護管理者対象調査　結果表
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師に話せなかった内容の相談対応」（表C-9-1）に
ついて看護師の役割を高く評価している。一方
で、「忙しいため担えない」「スキルが一定してい
ない」（表C-9-2）という理由が挙げられていた。

・�看護師側でも、未実施理由の上位は「多忙」、次
いで「機会がない」（表B-14-2）であった。

④人材育成の課題
・�研修参加率は療養指導・相談対応に従事している

看護師で高かった（表B-27）。約半数が院外から
指導を受けた経験がない（表B-20）。

⑤時間確保のジレンマ
・�実際の面談時間は5〜15分が最多だが（表B-7）、
「最長で確保可能な時間」は30〜60分と回答して
いた（表B-8）。

（2） HIV感染症看護支援体制調査（自由回答：調査票A）
「HIV感染症患者の療養指導・相談対応への看護

師の配置や育成に関する意見」の医療区分別の回答
数は、ブロック8件、中核25件、拠点55件であっ
た。
①看護師の“配置・育成”の認識と課題
a．医療区分ごとの課題

看護管理者が思う看護師の配置や育成に関する認
識として、ブロック拠点病院では、役割期待は高い
が、配置の継続的な確保・維持が困難で、育成が追
い付いていない課題があり、中核拠点病院では、患
者数の少なさによる兼務のための業務過多、育成に
関しては外部依存の課題があった。一般拠点病院で
は、患者がより少なく、実質的にHIV看護の機能
を形成できない課題があった。
b．各医療区分に共通する課題

看護師配置や育成を進める上で共通の認識と課題
は下記の通りである。
①看護師の人員不足・配置の難しさ
②育成の困難さ・経験機会の不足
③業務負担・調整の難しさ
④専門知識・スキルの継続的な習得と普及
⑤システム・体制の構築不足
②看護師の“役割・活動”の認識と課題
a．医療区分ごとの課題

看護師の役割や活動に関して、ブロック拠点病院
では、専門性やリーダーシップ、教育・研究活動ま
で幅広い役割を担う難しさ、中核拠点病院は、地域
連携や啓発活動、チーム医療の推進に重点を置きつ
つ、専門知識の習得と人材育成に課題をあげてい
た。拠点病院では、患者数や人員の制約から、療養

指導や相談対応、精神的支援など個別対応が中心と
なり、専門知識の習得や多職種連携の強化が課題と
なっていた。
b．各医療区分に共通する課題

看護師の役割や活動について共通の認識と課題は
下記の通りであった。
①多職種連携の重要性（多職種連携が不可欠）
②�患者中心の支援（患者の生活や精神面へのサポー

ト、意思決定支援、自己管理支援）
③�知識普及と教育活動（院内外への教育や啓発活動）
④�地域連携・社会的支援（地域関連機関や行政との

連携、患者の社会参加支援）
③看護師が役割や活動を担うことが難しい構造要因
a．医療区分ごとの課題

看護師が役割や活動を担うことが難しい要因とし
て、ブロックは、「役割の集中と拡大化」が課題で
あり、役割が多層化・集中化し専門性は高く負担が
過重になっていた。

中核は「役割と体制の不均衡」が課題であり、専
門性と一般業務の両立に困難が生じていた。一般拠
点は、「HIVに関する専門性の育成機会の不足」が
課題であった。
b．各医療区分に共通する課題

医療区分ごとの役割と機能として、ブロックは高
度支援と人材育成、中核は地域連携のハブ機能、一
般拠点は継続療養支援がある。しかし、ブロックは
役割集中による負担過重で、中核拠点は体制未整備
の中間的困難があり、一般拠点病院は経験不足と不
安が生じていた
・�それぞれの医療区分において役割や活動が担えて

いない、担うことが難しいという理由は異なって
いたが、いずれも役割遂行の困難さの背景には、
個人要因よりも体制要因の
あることがわかった。

2） 首都圏エイズ治療中核拠点病院多職種・行政連絡
会議（看護分科会）における看護体制及び活動支
援、行政との連携によるHIV看護ネットワーク構
築の検討

（1） 出席者
ACC/首都圏エイズ治療中核拠点病院（1都：3

施設、4県：5施設、オブザーバー1施設）のHIV
診療に携わる担当看護師12名

（2） 検討事項
①看護師の活動支援
・�中核拠点病院のHIV感染症の担当看護師の活動支
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表B-1　医療区分（N=402）
ｎ ％

ブロック拠点病院 37 9.2
中核拠点病院 125 31.1
一般拠点病院 240 59.7

表B-2   外来でのHIV感染症患者に対する、直接の療養指導・相談対応（N=402）

全体（N=402）
ブロック拠点病

院（n=37）
中核拠点病院
（n=125）

一般拠点病院
（n=240）

対応している 51.5% 83.8% 74.4% 34.6%
対応していない 47.8% 16.2% 25.6% 64.2%

無回答 0.7% 0.0% 0.0% 1.3%

表B-3　これまでに患者の療養指導・相談対応に従事した累積年数（N=207）

全体（N=207）
ブロック拠点病

院（n=31）
中核拠点病院

（n=93）
一般拠点病院

（n=83）
1 年未満 16.9% 6.5% 17.2% 20.5%

１～3 年未満 24.2% 22.6% 25.8% 22.9%
３～5 年未満 16.9% 19.4% 18.3% 14.5%
５～10 年未満 19.3% 19.4% 19.4% 19.3%

10 年以上 21.3% 32.3% 19.4% 19.3%
無回答 1.4% 0.0% 0.0% 3.6%

※HIV感染症患者に対して外来で直接療養指導・相談対応をしている207人に限って集計

表B-4　外来で1日に療養指導・相談対応をするHIV感染症の患者数（N=207）

全体（N=207）
ブロック拠点病

院（n=31）
中核拠点病院

（n=93）
一般拠点病院

（n=83）
0 人 16.4% 3.2% 15.1% 22.9%
１人 26.1% 16.1% 28.0% 27.7%

2～3 人 26.1% 29.0% 28.0% 22.9%
4～９人 17.9% 19.4% 17.2% 18.1%

10 人以上 11.1% 32.3% 11.8% 2.4%
無回答 2.4% 0.0% 0.0% 6.0%

※HIV感染症患者に対して外来で直接療養指導・相談対応をしている207人に限って集計

表B-5　外来で1日に時間を設けて指導・相談の面談をするおおよそのHIV感染症の患者数（N=207）

全体（N=207）
ブロック拠点病

院（n=31）
中核拠点病院

（n=93）
一般拠点病院

（n=83）
0 人 22.7% 0.0% 22.6% 31.3%
１人 38.6% 32.3% 44.1% 34.9%

2～3 人 21.3% 41.9% 19.4% 15.7%
4～９人 10.1% 16.1% 8.6% 9.6%

10 人以上 4.3% 9.7% 4.3% 2.4%
無回答 2.9% 0.0% 1.1% 6.0%

※HIV感染症患者に対して外来で直接療養指導・相談対応をしている207人に限って集計

調査票B 看護師対象調査　結果表

表B-6　HIV感染症の患者と面談を行う場所（N=207, 複数回答）

全体（N=207）
ブロック拠点病

院（n=31）
中核拠点病院

（n=93）
一般拠点病院

（n=83）
診察室 41.5% 25.8% 48.4% 39.8%

外来の待合や受付 26.1% 19.4% 30.1% 24.1%
外来の面談室 64.7% 83.9% 63.4% 59.0%

他部署で共用の面談室 10.1% 6.5% 8.6% 13.3%
※HIV感染症患者に対して外来で直接療養指導・相談対応をしている207人に限って集計

表B-7 　患者一人にかかる面談の時間（N=207）

全体（N=207）
ブロック拠点病

院（n=31）
中核拠点病院

（n=93）
一般拠点病院

（n=83）
5 分未満 9.7% 3.2% 11.8% 9.6%

５～15 分未満 48.3% 61.3% 44.1% 48.2%
15～

30 分未満
34.3% 35.5% 37.6% 30.1%

30 分～
60 分未満

6.3% 0.0% 6.5% 8.4%

無回答 1.4% 0.0% 0.0% 3.6%
※HIV感染症患者に対して外来で直接療養指導・相談対応をしている207人に限って集計

表B-8 　面談に最長どのくらいの時間を確保することができるか（N=207）

全体（N=207）
ブロック拠点病

院（n=31）
中核拠点病院

（n=93）
一般拠点病院

（n=83）
15 分未満 17.4% 3.2% 17.2% 22.9%

15～30 分未満 37.2% 25.8% 45.2% 32.5%
30 分～60 分 35.3% 58.1% 29.0% 33.7%

60分以上～120分 7.7% 9.7% 8.6% 6.0%
無回答 2.4% 3.2% 0.0% 4.8%

※HIV感染症患者に対して外来で直接療養指導・相談対応をしている207人に限って集計

表B-9　面談をおこなうときの時間の確保の仕方（N=207）

全体（N=207）
ブロック拠点病

院（n=31）
中核拠点病院

（n=93）
一般拠点病院

（n=83）
患者の受診状況に合わせて、自
分の業務を調整して面談をおこ
なっている

78.3% 93.5% 77.4% 73.5%

自分が面談可能な日時に合わせ
て、患者に受診の調整や時間の
確保をしてもらっている

1.0% 0.0% 0.0% 2.4%

自分が面談可能な日時に合わせ
て、患者に受診の調整や時間の
確保をしてもらっている

10.6% 6.5% 8.6% 14.5%

時間の確保はできないので、時
間が空いた時のみ面談を実施し
ている

7.7% 0.0% 12.9% 4.8%

その他 1.0% 0.0% 1.1% 1.2%
無回答 1.4% 0.0% 0.0% 3.6%
※HIV感染症患者に対して外来で直接療養指導・相談対応をしている207人に限って集計

表B-10　外来で面談をおこなう患者をどう決めているか（N=207, 複数回答）

全体（N=207）
ブロック拠点病

院（n=31）
中核拠点病院

（n=93）
一般拠点病院

（n=83）
受診したすべての患者と面談す
る

23.7% 51.6% 21.5% 15.7%

初診や治療開始前など面談のタ
イミングが決まっている

55.1% 48.4% 60.2% 51.8%

看護師間の申し送りや診療録の
情報から面談するかどうか決め
ている

44.9% 41.9% 55.9% 33.7%

患者の様子に変化を感じた時や
患者から依頼があった場合に面
談するかどうか決めている

52.7% 48.4% 62.4% 43.4%

医師からの依頼があった場合に
面談する

40.6% 29.0% 44.1% 41.0%

その他 13.0% 22.6% 10.8% 12.0%
※HIV感染症患者に対して外来で直接療養指導・相談対応をしている207人に限って集計

表B-11　患者からの電話相談はどのようにして受けているのか（N=207, 複数回答）

全体（N=207）
ブロック拠点病

院（n=31）
中核拠点病院

（n=93）
一般拠点病院

（n=83）
外来受付の電話で受ける 37.7% 35.5% 49.5% 25.3%
自分の所属する部署の電話で受
ける

34.8% 29.0% 31.2% 41.0%

個人に割り当てられた電話で受
ける

19.8% 48.4% 12.9% 16.9%

その他 8.2% 16.1% 8.6% 4.8%
電話相談を受けていない 15.5% 3.2% 14.0% 21.7%
※HIV感染症患者に対して外来で直接療養指導・相談対応をしている207人に限って集計

表B-12　患者一人に対し電話相談にかかる平均時間（N=175）

全体（N=175）
ブロック拠点病

院（n=30）
中核拠点病院

（n=80）
一般拠点病院

（n=65）
5 分未満 23.4% 10.0% 22.5% 30.8%

５～15 分未満 50.9% 60.0% 51.3% 46.2%
10～20 分未満 16.6% 23.3% 20.0% 9.2%

20 分～30 分未満 3.4% 0.0% 5.0% 3.1%
30分以上 1.1% 0.0% 0.0% 3.1%
無回答 4.6% 6.7% 1.3% 7.7%

※「電話相談を受けていない」と回答した32人を除く175人に限って集計

表B-13　外来で対応する電話相談の内容（N=175, 複数回答）

全体（N=175）
ブロック拠点病

院（n=30）
中核拠点病院

（n=80）
一般拠点病院

（n=65）
受診、症状、日常生活に関する
こと

93.7% 93.3% 96.3% 90.8%

医療費・障害者福祉サービス、
就労に関すること

32.6% 53.3% 26.3% 30.8%

家族やパートナー等からの患者
の病状などに関すること

26.3% 43.3% 26.3% 18.5%

他の医療機関に通院している患
者からの問い合わせ

25.7% 40.0% 27.5% 16.9%

その他 10.9% 13.3% 13.8% 6.2%
※「電話相談を受けていない」と回答した32人を除く175人に限って集計

調査票B 看護師対象調査 結果表

表B-6　HIV感染症の患者と面談を行う場所（N=207, 複数回答）

全体（N=207）
ブロック拠点病

院（n=31）
中核拠点病院

（n=93）
一般拠点病院

（n=83）
診察室 41.5% 25.8% 48.4% 39.8%

外来の待合や受付 26.1% 19.4% 30.1% 24.1%
外来の面談室 64.7% 83.9% 63.4% 59.0%

他部署で共用の面談室 10.1% 6.5% 8.6% 13.3%
※HIV感染症患者に対して外来で直接療養指導・相談対応をしている207人に限って集計

表B-7 　患者一人にかかる面談の時間（N=207）

全体（N=207）
ブロック拠点病

院（n=31）
中核拠点病院

（n=93）
一般拠点病院

（n=83）
5 分未満 9.7% 3.2% 11.8% 9.6%

５～15 分未満 48.3% 61.3% 44.1% 48.2%
15～

30 分未満
34.3% 35.5% 37.6% 30.1%

30 分～
60 分未満

6.3% 0.0% 6.5% 8.4%

無回答 1.4% 0.0% 0.0% 3.6%
※HIV感染症患者に対して外来で直接療養指導・相談対応をしている207人に限って集計

表B-8 　面談に最長どのくらいの時間を確保することができるか（N=207）

全体（N=207）
ブロック拠点病

院（n=31）
中核拠点病院

（n=93）
一般拠点病院

（n=83）
15 分未満 17.4% 3.2% 17.2% 22.9%

15～30 分未満 37.2% 25.8% 45.2% 32.5%
30 分～60 分 35.3% 58.1% 29.0% 33.7%

60分以上～120分 7.7% 9.7% 8.6% 6.0%
無回答 2.4% 3.2% 0.0% 4.8%

※HIV感染症患者に対して外来で直接療養指導・相談対応をしている207人に限って集計

表B-9　面談をおこなうときの時間の確保の仕方（N=207）

全体（N=207）
ブロック拠点病

院（n=31）
中核拠点病院

（n=93）
一般拠点病院

（n=83）
患者の受診状況に合わせて、自
分の業務を調整して面談をおこ
なっている

78.3% 93.5% 77.4% 73.5%

自分が面談可能な日時に合わせ
て、患者に受診の調整や時間の
確保をしてもらっている

1.0% 0.0% 0.0% 2.4%

自分が面談可能な日時に合わせ
て、患者に受診の調整や時間の
確保をしてもらっている

10.6% 6.5% 8.6% 14.5%

時間の確保はできないので、時
間が空いた時のみ面談を実施し
ている

7.7% 0.0% 12.9% 4.8%

その他 1.0% 0.0% 1.1% 1.2%
無回答 1.4% 0.0% 0.0% 3.6%
※HIV感染症患者に対して外来で直接療養指導・相談対応をしている207人に限って集計
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表B-20　院外取り組み：療養指導・相談対応について指導を受ける医療機関（N=402, 複数回答）

全体（N=402）
ブロック拠点病

院（n=37）
中核拠点病院
（n=125）

一般拠点病院
（n=240）

エイズ治療・研究開発センター
（ACC）

23.9% 64.9% 32.0% 13.3%

ブロック拠点病院 26.6% 48.6% 35.2% 18.8%
中核拠点病院 10.2% 18.9% 12.0% 7.9%

拠点病院または HIV 診療を
おこなっている医療機関

11.4% 10.8% 10.4% 12.1%

指導を受けたことがない 49.0% 16.2% 44.0% 56.7%

表B-21　地域ネットワーク取り組み：HIV感染症関連の会議への参加（N=402, 複数回答）

全体（N=402）
ブロック拠点病

院（n=37）
中核拠点病院
（n=125）

一般拠点病院
（n=240）

ブロック拠点病院開催の
拠点病院会議

20.9% 67.6% 20.8% 13.8%

ブロック拠点病院開催の
拠点病院会議

看護担当者会議

27.6% 75.7% 38.4% 14.6%

中核拠点病院開催の
拠点病院会議

15.2% 29.7% 24.8% 7.9%

中核拠点病院開催の
拠点病院会議

看護担当者会議

16.7% 45.9% 28.0% 6.3%

行政（都道府県・市区町村な
ど）開催の会議

14.4% 35.1% 19.2% 8.8%

地域の医療や介護福祉関連施設
開催の会議

3.0% 8.1% 3.2% 2.1%

NPO・患者支援団体
主催の会議

4.0% 27.0% 0.8% 2.1%

その他 4.0% 5.4% 4.8% 3.3%
業務上の命令がない 46.0% 5.4% 32.0% 59.6%

表B-22　地域ネットワーク取り組み：院外向けHIV感染症関連の会議の企画運営（N=402）

全体（N=402）
ブロック拠点病

院（n=37）
中核拠点病院
（n=125）

一般拠点病院
（n=240）

おこなったことがある 10.2% 35.1% 15.2% 3.8%
おこなったことがない 63.4% 48.6% 69.6% 62.5%
業務上の命令がない 24.1% 13.5% 14.4% 30.8%

無回答 2.2% 2.7% 0.8% 2.9%

表B-23　役職（N=402）

全体（N=402）
ブロック拠点病

院（n=37）
中核拠点病院
（n=125）

一般拠点病院
（n=240）

看護師長 8.0% 8.1% 5.6% 9.2%
副看護師長・主任 31.1% 37.8% 25.6% 32.9%

看護師 60.0% 51.4% 68.0% 57.1%
無回答 1.0% 2.7% 0.8% 0.8%

表B-24　配属先（N=402）

全体（N=402）
ブロック拠点病
院（n=37）

中核拠点病院
（n=125）

一般拠点病院
（n=240）

一般外来 63.2% 75.7% 65.6% 60.0%
病棟 20.9% 0.0% 30.4% 19.2%

看護管理部門 4.0% 2.7% 0.0% 6.3%
その他 11.2% 18.9% 4.0% 13.8%
無回答 0.7% 2.7% 0.0% 0.8%

表B-25　勤務形態（N=402）

全体（N=402）
ブロック拠点病
院（n=37）

中核拠点病院
（n=125）

一般拠点病院
（n=240）

日勤のみ 60.4% 86.5% 52.0% 60.8%
二交代制 24.4% 2.7% 36.8% 21.3%
交代制 4.2% 5.4% 2.4% 5.0%
変則交代 2.0% 0.0% 0.0% 3.3%
時短勤務 5.2% 5.4% 7.2% 4.2%
その他 2.2% 0.0% 1.6% 2.9%
無回答 1.5% 0.0% 0.0% 2.5%

表B-26　日本エイズ学会認定HIV感染症看護師・HIV感染症指導看護師の資格（N=402）

全体（N=402）
ブロック拠点病
院（n=37）

中核拠点病院
（n=125）

一般拠点病院
（n=240）

学会認定HIV感染症看護師 7.0% 24.3% 11.2% 2.1%
学会認定HIV感染症指導看護師 3.7% 16.2% 5.6% 0.8%

なし 89.3% 59.5% 83.2% 97.1%

表B-27　エイズ治療拠点病院で実施しているHIV看護研修への参加率（%）
基礎 応用 CNコース

全体（N=402）での参加率 38.3% 17.2% 5.7%
外来でHIV感染症患者に療養指
導・相談対応をしている人
（N=207）の参加率

54.1% 29.0% 10.6%

表B-15　院内取り組み：看護師間の事例検討（N=402）

全体（N=402）
ブロック拠点病

院（n=37）
中核拠点病院
（n=125）

一般拠点病院
（n=240）

定期的におこなっている 10.9% 48.6% 12.0% 4.6%
必要時おこなっている 40.5% 35.1% 53.6% 34.6%

おこなっていない 47.3% 16.2% 32.8% 59.6%
無回答 1.2% 0.0% 1.6% 1.3%

表B-16　院内取り組み：HIV感染症の対応のマニュアルや看護基準に基づく看護実践（N=402）

全体（N=402）
ブロック拠点病

院（n=37）
中核拠点病院
（n=125）

一般拠点病院
（n=240）

おこなっている 62.2% 89.2% 66.4% 55.8%
おこなっていない 18.7% 5.4% 12.0% 24.2%

マニュアルや
看護基準がない

17.4% 5.4% 20.0% 17.9%

無回答 1.7% 0.0% 1.6% 2.1%

表B-17　院内取り組み：院内スタッフからの相談対応または院内スタッフへの指導（N=402）

全体（N=402）
ブロック拠点病

院（n=37）
中核拠点病院
（n=125）

一般拠点病院
（n=240）

おこなっている 37.6% 75.7% 48.8% 25.8%
おこなっていない 25.4% 8.1% 26.4% 27.5%

依頼がない 36.3% 16.2% 24.8% 45.4%
無回答 0.7% 0.0% 0.0% 1.3%

表B-18　院内取り組み：療養指導・相談対応について指導を受ける人（N=402, 複数回答）

全体（N=402）
ブロック拠点病

院（n=37）
中核拠点病院
（n=125）

一般拠点病院
（n=240）

上司 31.6% 59.5% 35.2% 25.4%
先輩看護師 31.3% 43.2% 45.6% 22.1%

同じ業務に従事している看護師 46.8% 78.4% 60.0% 35.0%
専門看護師・認定看護師 16.7% 35.1% 14.4% 15.0%

日本エイズ学会認定HIV感染症看
護師・日本エイズ学会認定HIV感

染症指導看護師

18.2% 56.8% 28.0% 7.1%

医師 56.5% 70.3% 57.6% 53.8%
その他 11.4% 10.8% 16.8% 8.8%
いない 9.5% 0.0% 3.2% 14.2%

表B-19　院外取り組み：相談対応または指導をおこなう院外の機関（N=402, 複数回答）

全体（N=402）
ブロック拠点病

院（n=37）
中核拠点病院
（n=125）

一般拠点病院
（n=240）

エイズ治療拠点病院や HIV      診
療を行っている医療機関

11.7% 35.1% 13.6% 7.1%

一般病院（リハビリ、緩和      ケ
ア、療養型など含む）

6.2% 29.7% 7.2% 2.1%

クリニックや診療所
（例：透析クリニックなど）

4.7% 13.5% 7.2% 2.1%

訪問看護 8.0% 32.4% 8.8% 3.8%
介護事業所など地域の医療や  福

祉関連施設
9.2% 40.5% 11.2% 3.3%

保健所・保健センター 6.2% 24.3% 7.2% 2.9%

その他 3.0% 10.8% 3.2% 1.7%

実施したことがない 74.4% 40.5% 72.0% 80.8%
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表B-14-1　療養指導・相談対応の実施状況（「おこなう」の割合、医療区分別, N=207）
おこなう全体
（N=207）

ブロック拠点病院
（n=31)

中核拠点病院
（n=93）

一般拠点病院
（n=83）

＜情報収集・アセスメント＞
①事前に受診予定患者の診療録や看護記録から服薬・療養生活の状況を把握する 90.8% 100.0% 92.5% 85.5%
②診察前に患者から治療や生活状況を聞き取り（問診）、医師への情報提供などをおこなう 71.0% 83.9% 73.1% 63.9%
③診察時または診察後に医師や診療録から診察内容を把握する 94.7% 100.0% 95.7% 91.6%
④診察後に診療内容の理解度を患者に確認する 82.1% 96.8% 81.7% 77.1%
⑤治療計画の見通しから課題を抽出する 75.4% 93.5% 78.5% 65.1%
⑥課題に対して必要な準備・調整をおこなう 82.6% 100.0% 86.0% 72.3%
＜療養継続支援＞
⑦健康管理や二次感染予防などへの行動変容の働きかけをおこなう 87.4% 96.8% 91.4% 79.5%
⑧内服の飲み忘れや中断などへの行動変容の働きかけをおこなう 91.8% 100.0% 93.5% 86.7%
⑨定期的な受診ができない場合の行動変容への働きかけをおこなう 83.1% 93.5% 84.9% 77.1%
⑩予約に受診しなかった患者の健康状態の確認と受診調整をおこなう 75.4% 87.1% 80.6% 65.1%
⑪症状出現時の相談対応や受診調整をおこなう 87.4% 96.8% 93.5% 77.1%
⑫病名告知後の精神的なサポートをおこなう 83.6% 90.3% 88.2% 75.9%
⑬他者への病名打ち明けの相談対応をおこなう 69.6% 90.3% 71.0% 60.2%
⑭家族やパートナーからの相談対応をおこなう 68.1% 90.3% 74.2% 53.0%
⑮就労や社会生活、経済面などの相談対応をおこなう 74.4% 93.5% 78.5% 62.7%
⑯障害者手帳の活用についての案内や説明をおこなう 50.7% 64.5% 49.5% 47.0%
⑰転院の場合、紹介先の医療機関の診療や看護体制の情報提供をおこなう 60.4% 83.9% 63.4% 48.2%
⑱相談内容に応じて、薬剤師やカウンセラー、ソーシャルワーカーなど必要な職種を紹介する 92.8% 100.0% 92.5% 90.4%
⑲他の医療機関を併診する場合の相談を受ける 71.5% 90.3% 74.2% 61.4%
⑳歯科診療に関する受診相談を受ける 70.5% 96.8% 71.0% 60.2%
＜意思決定支援＞
㉑患者の価値観や意向、事情などを把握する 91.3% 100.0% 95.7% 83.1%
㉒多職種と情報交換し患者の理解を深める 92.8% 100.0% 94.6% 88.0%
㉓医師や薬剤師からの治療の選択肢の提示を受け、その医学的情報の理解や受け止めを確認する 85.5% 96.8% 83.9% 83.1%
㉔家族やパートナー等の理解度や意向を確認する 71.5% 96.8% 71.0% 62.7%
㉕様々な選択肢から本人にとって最善の治療選択を決定できるよう、その過程を確認する 82.1% 93.5% 87.1% 72.3%
＜チーム医療による包括医療＞
㉖HIV感染症の診療医と情報共有する 95.7% 100.0% 96.8% 92.8%
㉗HIV以外の診療医と情報共有する 61.4% 93.5% 57.0% 54.2%
㉘患者が入院した病棟の看護師と情報共有する 71.5% 93.5% 72.0% 62.7%
㉙HIV以外の診療科の看護師と情報共有する 67.6% 90.3% 63.4% 63.9%
㉚薬剤師と情報共有する 88.9% 100.0% 93.5% 79.5%
㉛ソーシャルワーカーと情報共有する 93.2% 100.0% 92.5% 91.6%
㉜カウンセラーと情報共有する 72.9% 96.8% 84.9% 50.6%
㉝多職種と情報交換し患者の課題を整理できる 87.4% 96.8% 90.3% 80.7%
㉞院内の必要な職種とチームを構築して支援計画の立案・役割分担の調整をおこなう 65.7% 93.5% 71.0% 49.4%
㉟院外の必要な職種とチームを構築して支援計画の立案・役割分担の調整をおこなう 37.2% 71.0% 37.6% 24.1%
㊱支援計画の実施評価と再検討を行う 51.7% 83.9% 53.8% 37.3%
㊲病棟のケースカンファレンスに参加する 35.7% 51.6% 35.5% 30.1%
㊳退院前カンファレンス（地域支援者等）に参加する 31.4% 51.6% 29.0% 26.5%
㊴地域のケースカンファレンスに参加する 15.5% 25.8% 15.1% 12.0%
＜院外の機関との協働＞
㊵訪問看護ステーション（訪問看護師） 30.9% 54.8% 29.0% 24.1%
㊶居宅介護事業所（ケアマネージャー） 29.5% 61.3% 24.7% 22.9%
㊷地域包括支援センター（保健師・社会福祉士・ケアマネ等） 28.0% 51.6% 22.6% 25.3%
㊸相談支援事業所（障害者総合支援法の相談支援専門員） 15.9% 38.7% 15.1% 8.4%
㊹地域の医療機関（かかりつけ医・往診医） 17.4% 35.5% 15.1% 13.3%
㊺保健所や保健センター（保健師） 28.0% 58.1% 26.9% 18.1%
㊻介護事業所（ホームヘルパー） 17.9% 35.5% 17.2% 12.0%
㊼入所施設（看護師や職員など） 29.5% 51.6% 30.1% 20.5%
㊽行政の生活保護課（ケースワーカー・担当者など） 22.2% 32.3% 23.7% 16.9%
㊾行政の障害福祉課（担当者・相談員など） 18.4% 22.6% 18.3% 16.9%
㊿患者支援団体等 23.2% 64.5% 17.2% 14.5%

表B-14-2　療養指導・相談対応の実施状況（「おこなわない」の割合、医療区分別, N=207）
おこなわない理由（おこなわない%、複数回答）

% n 多忙 機会がない 知識・技術がない 業務にない それ以外
＜情報収集・アセスメント＞
①事前に受診予定患者の診療録や看護記録から服薬・療養生活の状況を把握する 6.8% 14 64.3% 28.6% 7.1% 14.3% 7.1%
②診察前に患者から治療や生活状況を聞き取り（問診）、医師への情報提供などをおこなう 26.6% 55 40.0% 21.8% 1.8% 14.5% 25.5%
③診察時または診察後に医師や診療録から診察内容を把握する 2.9% 6 16.7% 33.3% 0.0% 33.3% 16.7%
④診察後に診療内容の理解度を患者に確認する 15.0% 31 35.5% 35.5% 9.7% 19.4% 19.4%
⑤治療計画の見通しから課題を抽出する 22.2% 46 26.1% 45.7% 21.7% 13.0% 8.7%
⑥課題に対して必要な準備・調整をおこなう 15.0% 31 22.6% 51.6% 22.6% 9.7% 9.7%
＜療養継続支援＞
⑦健康管理や二次感染予防などへの行動変容の働きかけをおこなう 10.6% 22 27.3% 50.0% 22.7% 9.1% 13.6%
⑧内服の飲み忘れや中断などへの行動変容の働きかけをおこなう 6.3% 13 15.4% 46.2% 0.0% 7.7% 30.8%
⑨定期的な受診ができない場合の行動変容への働きかけをおこなう 14.5% 30 6.7% 53.3% 6.7% 13.3% 23.3%
⑩予約に受診しなかった患者の健康状態の確認と受診調整をおこなう 22.2% 46 15.2% 43.5% 2.2% 10.9% 30.4%
⑪症状出現時の相談対応や受診調整をおこなう 10.6% 22 4.5% 77.3% 4.5% 9.1% 9.1%
⑫病名告知後の精神的なサポートをおこなう 14.5% 30 6.7% 76.7% 6.7% 3.3% 13.3%
⑬他者への病名打ち明けの相談対応をおこなう 27.5% 57 1.8% 77.2% 12.3% 7.0% 8.8%
⑭家族やパートナーからの相談対応をおこなう 30.0% 62 1.6% 85.5% 11.3% 6.5% 4.8%
⑮就労や社会生活、経済面などの相談対応をおこなう 23.7% 49 2.0% 49.0% 24.5% 10.2% 28.6%
⑯障害者手帳の活用についての案内や説明をおこなう 47.3% 98 1.0% 31.6% 22.4% 24.5% 31.6%
⑰転院の場合、紹介先の医療機関の診療や看護体制の情報提供をおこなう 37.2% 77 1.3% 57.1% 10.4% 18.2% 20.8%
⑱相談内容に応じて、薬剤師やカウンセラー、ソーシャルワーカーなど必要な職種を紹介する 5.3% 11 9.1% 81.8% 9.1% 18.2% 9.1%
⑲他の医療機関を併診する場合の相談を受ける 26.6% 55 1.8% 69.1% 9.1% 14.5% 12.7%
⑳歯科診療に関する受診相談を受ける 27.5% 57 1.8% 66.7% 10.5% 10.5% 17.5%
＜意思決定支援＞
㉑患者の価値観や意向、事情などを把握する 7.2% 15 13.3% 73.3% 20.0% 13.3% 6.7%
㉒多職種と情報交換し患者の理解を深める 5.8% 12 8.3% 75.0% 8.3% 8.3% 8.3%
㉓医師や薬剤師からの治療の選択肢の提示を受け、その医学的情報の理解や受け止めを確認する 13.0% 27 14.8% 63.0% 7.4% 11.1% 18.5%
㉔家族やパートナー等の理解度や意向を確認する 27.1% 56 7.1% 83.9% 3.6% 5.4% 7.1%
㉕様々な選択肢から本人にとって最善の治療選択を決定できるよう、その過程を確認する 16.4% 34 11.8% 73.5% 5.9% 14.7% 8.8%
＜チーム医療による包括医療＞
㉖HIV感染症の診療医と情報共有する 2.9% 6 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
㉗HIV以外の診療医と情報共有する 37.2% 77 2.6% 84.4% 1.3% 9.1% 6.5%
㉘患者が入院した病棟の看護師と情報共有する 27.1% 56 1.8% 83.9% 0.0% 7.1% 12.5%
㉙HIV以外の診療科の看護師と情報共有する 30.0% 62 3.2% 80.6% 0.0% 11.3% 6.5%
㉚薬剤師と情報共有する 9.7% 20 10.0% 95.0% 0.0% 10.0% 5.0%
㉛ソーシャルワーカーと情報共有する 5.3% 11 9.1% 90.9% 0.0% 9.1% 0.0%
㉜カウンセラーと情報共有する 25.6% 53 3.8% 79.2% 1.9% 9.4% 11.3%
㉝多職種と情報交換し患者の課題を整理できる 10.6% 22 0.0% 81.8% 4.5% 9.1% 4.5%
㉞院内の必要な職種とチームを構築して支援計画の立案・役割分担の調整をおこなう 32.9% 68 8.8% 75.0% 4.4% 10.3% 8.8%
㉟院外の必要な職種とチームを構築して支援計画の立案・役割分担の調整をおこなう 61.4% 127 3.1% 78.0% 3.1% 12.6% 9.4%
㊱支援計画の実施評価と再検討を行う 46.4% 96 7.3% 71.9% 3.1% 14.6% 9.4%
㊲病棟のケースカンファレンスに参加する 62.8% 130 4.6% 80.0% 1.5% 9.2% 9.2%
㊳退院前カンファレンス（地域支援者等）に参加する 66.7% 138 4.3% 81.2% 2.9% 10.1% 8.0%
㊴地域のケースカンファレンスに参加する 83.1% 172 2.9% 85.5% 2.3% 7.6% 6.4%
＜院外の機関との協働＞
㊵訪問看護ステーション（訪問看護師） 63.3% 131 0.8% 84.7% 0.8% 2.3% 6.9%
㊶居宅介護事業所（ケアマネージャー） 64.3% 133 0.8% 82.0% 0.8% 3.0% 8.3%
㊷地域包括支援センター（保健師・社会福祉士・ケアマネ等） 66.7% 138 0.7% 82.6% 0.7% 3.6% 8.0%
㊸相談支援事業所（障害者総合支援法の相談支援専門員） 77.8% 161 0.6% 83.2% 0.6% 2.5% 8.7%
㊹地域の医療機関（かかりつけ医・往診医） 76.3% 158 0.6% 81.6% 0.6% 3.8% 9.5%
㊺保健所や保健センター（保健師） 67.1% 139 0.7% 84.2% 0.7% 2.9% 8.6%
㊻介護事業所（ホームヘルパー） 76.3% 158 0.6% 83.5% 0.6% 3.2% 7.6%
㊼入所施設（看護師や職員など） 64.7% 134 0.7% 82.1% 0.7% 3.0% 9.0%
㊽行政の生活保護課（ケースワーカー・担当者など） 72.0% 149 0.7% 76.5% 0.7% 4.7% 12.8%
㊾行政の障害福祉課（担当者・相談員など） 75.4% 156 0.6% 76.3% 0.6% 4.5% 12.8%
㊿患者支援団体等 70.5% 146 0.7% 82.9% 0.7% 1.4% 10.3%

おこなわない
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援を目的に、個人と組織の持続的な成長を目指す
ものとして、建設的なフィードバックを活発に行
えるための仕組みを検討した。

・�中核拠点病院のHIV感染症担当看護師として、ど
のような活動や成果を必要とするのか、他の施設
の活動を参考に自施設での活動を振り返りたいと
いう意見があった。

・�看護師の活動支援につながる活動実態を共有する
ために会議前に提出する事前資料のフォーマット
を検討した。

②中核拠点病院としての機能を担うことの実施評価に
必要な活動項目

・�平成18年3月31日のエイズ中核拠点病院の整備に
ついて（通知）には（以下抜粋）、中核拠点病院
制度の目的として、地方ブロック拠点病院の患者
集中等を改善し都道府県内で適切な医療を受けら
れるよう都道府県が原則として都道府県内の拠点
病院の中から1か所選定し都道府県内の拠点病院
間の機能分化を含めた医療体制の再構築を重点的
かつ計画的に図られたいと記載されている。

・�ACCはブロック拠点病院を支援し、ブロック拠
点病院は中核拠点病院を、中核拠点病院は拠点病
院をそれぞれ支援するものと位置づけられてい
る。

・�中核拠点病院の機能は、平成5年エイズ治療の拠
点病院の整備について（通知）を基本に次の機能
を有す（以下抜粋）。「高度なHIV診療の実施」と
して、HIV診療に十分な経験を有する医師、外来
における総合的なHIV診療、関係職種からなる
チーム医療、入院、全科対応、カウンセリング提
供が可能な医療体制の整備。「必要な施設・設備
の整備」として、患者のプライバシーを守る外来
診療室、病状に応じて個室への収容が可能である
こと、院内感染防止に必要な備品、診療に必要な
機器の整備。「拠点病院に対する研修事業及び医
療情報の提供」として、都道府県内の拠点病院の
医療従従事者に対する各種研修を実施し、エイズ
診療にあたる人材育成を図ること、HIV診療・ケ
アに関する情報を提供すること。「拠点病院等と
の連携の実施」として、中核拠点病院は拠点病院
等との連携を進めるため、連絡会議を設置し必要
な連携調整を図ることがあげられている。

・�以上より、中核拠点病院として機能を担うことの
実施評価に必要な項目で構成する「活動報告共有
シート」を作成し、本会議前に回答を依頼し記入
を試みた。

<活動報告共有シート>
（a）看護師の人材活用に関する取り組みやその検証
・�感染症担当看護師について

�所属部署、HIV感染症診療の専従・専任、兼務す
る部署

（b）自施設の患者状況とその実施した支援の特徴
を共有し看護実践の質の向上を図る
・�自施設について

�患者数、月平均通院/登録、新規（AIDS発症）、
死亡
�薬害：通院/登録（再掲）、死亡（再掲）、肝硬変・
肝癌の患者数

・�1年間の診療や患者動向について
�薬害被害者：HCV関連、血友病関連、併存疾患
関連、その他（検診など）。
�上記以外の患者：新規患者、定期通院者、他科歯
科

・�1年間の患者支援について
�薬害被害者：HCV関連、血友病関連、併存疾患
関連、その他（検診など）
�上記以外の患者：新規患者、定期通院者、他科歯
科、・�ケアコンサルテーション（相談内容・対処）

（c）医療従事者に対する最新の知見の普及、人材の
育成・活用に向けた研修実施の強化
・�研修について

�自施設で行ったHIV看護関連の研修（中核拠点
病院事業を含む）、研修名称、研修レベル、（基礎・
応用・専門）、対象、実施した役割、日本エイズ
学会教育研修単位、研修実施の課題等

・�HIV感染症担当看護師がかかわった他院や地域で
行った研修（訪問看護、介護事業所、地域包括、
保健所、保健センター、学校、NPOなどを含む）
�研修名称、研修レベル、（基礎・応用・専門）、対象、
実施した役割、日本エイズ学会教育研修単位、研
修実施の課題等

（d）行政との連携によるHIV看護ネットワークの
構築
・�HIV感染症担当看護師が参加、もしくは運営をお

こなった会議について
�会議名（回数/年）、主催者、出席者、目的、内
容

（e）その他（活動や取り組み）
�研究関連、広報（活動報告等）、資材作成（感染
予防マニュアル、業務マニュアルの作成等）、そ
の他

・�以上、「活動報告共有シート（a）〜（e）」を活用
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全体（N=117）
ブロック拠点病院

（n=21）
中核拠点病院

（n=48）
一般拠点病院（n=47）

いる 81.2 95.2% 83.3% 72.3%
いない 13.7 0.0% 12.5% 21.3%
わからない 5.1 4.8% 4.2% 6.4%

医師

全体（N=117）
ブロック拠点病院

（n=21）
中核拠点病院

（n=48）
一般拠点病院（n=47）

患者の治療や生活上における問題
点の把握とチーム内での共有

94.9% 95.2% 93.8% 95.7%

患者の療養に関する指導内容や相
談対応の検討

80.3% 81.0% 81.3% 78.7%

患者や家族などの思いやニーズの
把握とチーム内での共有

71.8% 81.0% 62.5% 76.6%

HIV 診療チーム以外の他科・他部
門などとの情報交換や問題点の共
有

73.5% 81.0% 68.8% 74.5%

院内の必要な職種への連絡と役割
分担の調整

70.9% 76.2% 64.6% 74.5%

院外の必要な機関への連絡と役割
分担の調整

62.4% 76.2% 56.3% 63.8%

その他 2.6% 0.0% 2.1% 4.3%

看護師

全体（N=117）
ブロック拠点病院

（n=21）
中核拠点病院

（n=48）
一般拠点病院（n=47）

患者の治療や生活上における問題
点の把握とチーム内での共有

85.5% 90.5% 87.5% 80.9%

患者の療養に関する指導内容や相
談対応の検討

85.5% 95.2% 85.4% 80.9%

患者や家族などの思いやニーズの
把握とチーム内での共有

86.3% 95.2% 91.7% 76.6%

HIV 診療チーム以外の他科・他部
門などとの情報交換や問題点の共
有

65.0% 90.5% 56.3% 61.7%

院内の必要な職種への連絡と役割
分担の調整

66.7% 95.2% 60.4% 59.6%

院外の必要な機関への連絡と役割
分担の調整

46.2% 66.7% 39.6% 42.6%

その他 3.4% 0.0% 8.3% 0.0%
※HIV診療チームがあり所属している人のみで集計、欠損値は除いて集計。

※HIV診療チームがあり所属している人のみで集計、欠損値は除いて集計。

表C-7  診療の補助や処置ではなく、療養指導・相談対応をしている看護師はいるか（N=117）

※HIV診療チームがあり所属している人のみで集計、欠損値を除いて集計。

表C-8-1　HIV診療チーム活動で医師が担っていること（N=117, 複数回答）

表C-8-2　HIV診療チーム活動で看護師が担っていること（N=117, 複数回答）

全体
（N=181）

ブロック
拠点病院（n=23）

中核拠点病院
（n=59）

一般拠点病院（n=97）

①患者が受診したとき、日頃の病
状や生活状況を聞き医師に報告す
る

91.2% 95.7% 94.9% 88.7%

②患者に病気や治療の基礎知識の
説明や生活の注意点などについて
アドバイスをする

89.5% 95.7% 96.6% 84.5%

③患者から HIV 感染症治療や症状
について相談を受ける

77.3% 91.3% 84.2% 72.9%

④患者から HIV 感染症の治療以外
のことも相談を受ける

82.9% 87.0% 87.9% 82.1%

⑤患者から電話で相談を受ける 77.3% 82.6% 88.1% 72.3%
⑥受診に来ない患者に連絡して健
康状態の確認や受診を促す

87.3% 95.7% 90.0% 85.3%

⑦医師から説明された治療内容に
ついて患者に補足する

84.0% 95.7% 87.5% 84.2%

⑧家族やパートナー等からの相談
に対応する

80.1% 82.6% 89.8% 75.0%

⑨患者や家族らが医師には話せな
かった内容について相談を受ける

95.6% 100.0% 96.7% 93.8%

⑩診療に役立つ他の診療科の医療
情報を医師と共有する

73.5% 86.4% 80.7% 70.5%

全体
（N=104）

ブロック
拠点病院（n=7）

中核拠点病院
（n=31）

一般拠点病院（n=66）

看護師は忙しいので役割や活動を
担えない

38.5% 28.6% 35.5% 40.9%

看護師の主たる業務とは考えてい
ない

29.8% 14.3% 22.6% 28.8%

看護師以外の職種が担っている 26.0% 14.3% 22.6% 28.8%

看護師のスキルが一定していない
ので、すべての人が担えない

32.7% 28.6% 29.0% 34.8%

看護師と多職種とのコミュニケー
ションがうまくとれない

2.9% 0.0% 3.2% 3.0%

看護師が役割として認識していな
い、取り組もうとしていない

19.2% 0.0% 12.9% 24.2%

看護師が担えなくても診療には困
らない

9.6% 28.6% 3.2% 10.6%

外来診療に携わる看護師の配置が
あるのかわからない

11.5% 0.0% 3.2% 16.7%

その他 14.4% 14.3% 16.1% 13.6%

表C-9-1　看護師が担う役割だと思う人の割合：医療区分別（N=181）

表C-9-2　看護師が役割と思わない、役割を果たせていない理由（N=104）

※看護師の「役割と思わない」、看護師が「役割を果たせていない」と一つでも答えた人を分析対象とした

表C-1　医療区分（N=208）
n %

ブロック拠点病院 23 11.1
中核拠点病院 64 30.8
一般拠点病院 120 57.7
無回答 1 0.5

表C-2　医療区分（主治医として
HIV患者数１人以上に限る）
（N=181）

n %
ブロック拠点病院 23 12.7
中核拠点病院 60 33.1
一般拠点病院 97 53.6
無回答 1 0.6

全体
（N＝181）

ブロック拠点病院
（n=22）

中核拠点病院
（n=59）

一般拠点病院（n=92）

算定している 71.3% 95.5% 84.7% 63.0%
算定していない 24.3% 4.5% 15.3% 37.0%

全体（N=181）
ブロック拠点病院

（n=23）
中核拠点病院
（n=60）

一般拠点病院（n=97）

チームあり・所属している 64.6% 91.3% 80.0% 48.5%

チームなし 35.4% 8.7% 20.0% 51.5%
※全体の無回答以外、欠損値は除いている。

全体
（N=117）

ブロック拠点病院
（n=21）

中核拠点病院
（n=48）

一般拠点病院（n=47）

医師 99.1% 100.0% 97.9% 100.0%
看護師 88.0% 85.7% 91.7% 85.1%
薬剤師 93.2% 85.7% 93.8% 95.7%
ソーシャルワーカー 88.9% 85.7% 93.8% 85.1%
カウンセラー 65.0% 76.2% 81.3% 42.6%
その他 24.8% 33.3% 27.1% 19.1%

全体
（N=117）

ブロック拠点病院
（n=20）

中核拠点病院
（n=48）

一般拠点病院（n=47）

定期的に活動している 66.7% 85.0% 79.2% 46.8%
必要に応じて活動する 29.1% 15.0% 18.8% 46.8%
活動していない 3.4% 0.0% 2.1% 6.4%
※HIV診療チームがあり所属している人のみで集計、欠損値は除いている。

表C-6　HIV診療チーム活動は組織横断的に院内で活動しているか（診療HIV患者数１人以上に限る, チーム・所属あり
に限る,　N=117）

調査票C　医師対象調査　集計表

表C-4　HIV診療チームの有無（診療HIV患者数１人以上に限る, 医療区分別, N=181）

表C-5　HIV診療チームを構成している職種（診療HIV患者数１人以上に限る, N=117, 複数回答）

※HIV診療チームがあり所属している人のみで集計、欠損値及びその他に記載されたものは除いている。

※主治医として外来診療しているHIV感染症の患者がいない人及び設問への無回答を除き算出、カイ二乗検定　p=0.001

表C-3　ウイルス疾患指導料の施設基準加算算定有無（診療HIV患者数１人以上に限る, 医療区分別, N=181）

調査票C　医師対象調査　集計表

全体（N=117）
ブロック拠点病院

（n=21）
中核拠点病院

（n=48）
一般拠点病院（n=47）

いる 81.2 95.2% 83.3% 72.3%
いない 13.7 0.0% 12.5% 21.3%
わからない 5.1 4.8% 4.2% 6.4%

医師

全体（N=117）
ブロック拠点病院

（n=21）
中核拠点病院

（n=48）
一般拠点病院（n=47）

患者の治療や生活上における問題
点の把握とチーム内での共有

94.9% 95.2% 93.8% 95.7%

患者の療養に関する指導内容や相
談対応の検討

80.3% 81.0% 81.3% 78.7%

患者や家族などの思いやニーズの
把握とチーム内での共有

71.8% 81.0% 62.5% 76.6%

HIV 診療チーム以外の他科・他部
門などとの情報交換や問題点の共
有

73.5% 81.0% 68.8% 74.5%

院内の必要な職種への連絡と役割
分担の調整

70.9% 76.2% 64.6% 74.5%

院外の必要な機関への連絡と役割
分担の調整

62.4% 76.2% 56.3% 63.8%

その他 2.6% 0.0% 2.1% 4.3%

看護師

全体（N=117）
ブロック拠点病院

（n=21）
中核拠点病院

（n=48）
一般拠点病院（n=47）

患者の治療や生活上における問題
点の把握とチーム内での共有

85.5% 90.5% 87.5% 80.9%

患者の療養に関する指導内容や相
談対応の検討

85.5% 95.2% 85.4% 80.9%

患者や家族などの思いやニーズの
把握とチーム内での共有

86.3% 95.2% 91.7% 76.6%

HIV 診療チーム以外の他科・他部
門などとの情報交換や問題点の共
有

65.0% 90.5% 56.3% 61.7%

院内の必要な職種への連絡と役割
分担の調整

66.7% 95.2% 60.4% 59.6%

院外の必要な機関への連絡と役割
分担の調整

46.2% 66.7% 39.6% 42.6%

その他 3.4% 0.0% 8.3% 0.0%
※HIV診療チームがあり所属している人のみで集計、欠損値は除いて集計。

※HIV診療チームがあり所属している人のみで集計、欠損値は除いて集計。

表C-7  診療の補助や処置ではなく、療養指導・相談対応をしている看護師はいるか（N=117）

※HIV診療チームがあり所属している人のみで集計、欠損値を除いて集計。

表C-8-1　HIV診療チーム活動で医師が担っていること（N=117, 複数回答）

表C-8-2　HIV診療チーム活動で看護師が担っていること（N=117, 複数回答）
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し会議を行った結果、活動の実施の有無の他に、
実践の経緯に触れ、日常的な活動の見えにくい努
力や貢献の可視化が進み、実施の困難さを共感す
るなど、担当者としての孤立感の解消、行動改善
へのモチベーション向上につながった。

③HIV看護ネットワーク構築
・�エイズ治療拠点病院案内には医師、看護師等の担

当者名と連絡窓口の掲載があり、通院患者がゼロ
のところでは担当者がいない場合が多い。

・�実態が不明なため、看護管理者宛てにHIV感染症
看護に携わる看護師の会議開催の案内を郵送する
が返信のないケースもある。

・�通院患者が存在する拠点病院の看護職とは、可能
な限りネットワークを構築し、必要な情報発信が
行き届くことが望ましい。

・�そこで、中核拠点病院の看護師より、まずは現時
点でわかっている一般拠点病院のHIV感染症担当
看護師の情報を集めリスト化した。

3） 看護師間・多職種間の相互交流における協働支援
の習得・普及と療養支援のネットワーク構築の検
討

（1） 看護師間の協働
①令和5年度　HIV感染症看護師相互交流セミナー
・�テーマ「HIV陽性者の長期療養を見据えた医療と

生活圏をつなぐHIV感染症看護師の役割」〜 
HIV 看護師の協働による施設の特性を踏まえた転
院調整〜

・�教育講演「「HIV 患者の高齢化に伴う長期療養の
対応と課題」

・�事例提示「地元に戻る長期療養HIV感染症患者の
看護支援を振り返る」

・�協働支援のポイントには、紹介元、紹介先の双方
の医療機関の担当看護師の役割と支援について焦
点を当てた。

・�看護師は患者が別の医療機関につながるようハブ
の役割を担う（患者⇔看護師、看護師間、看護師
⇔多職種）

・�転院受け入れに伴う患者家族、スタッフにおける
課題を事前に共有し調整する。

・�患者家族の課題には、転院で環境が変わることに
対し差別・偏見に対する大きな不安をかかえてい
ることがある。

・�患者家族に相談窓口を紹介することは安心感を担
保し、通院継続の支えとなる。

・�看護師間では看護計画の申し送り、継続看護を依

頼する。
・�併存疾患を多く抱えている患者は各診療科間の情

報共有による十分な患者理解が患者との信頼につ
ながり、かつ、課題を未然に解消し、円滑な転院
に繋げることができる。

・�医療者が医療費対応（救済医療の制度）を知らな
いため、利用可能な制度の情報提供が求められ
る。

・�自施設だけで解決しようとはせず、関係機関や地
域と連携・相談しながら患者・家族をサポートす
ることが大事であると提示した。

②令和6年度HIV感染症看護師間相互交流セミナーin
関東甲信越

・�テーマ「限られ人材の中で効果的なHIV感染症の
看護支援体制を考える」

・�教育講演「HIV 感染症がコントロールできるよう
になった今、新たに看護師に求められるものは?」

・�事例提示「HIV陽性者への途切れない支援の工夫」　
〜看護師がつないだ横断的支援のかかわりを振り
返る〜

・�協働支援のポイントには、看護師の役割や人材活
用の課題と対策を共有した。

・�限られた人材と時間の中で「途切れない支援体制」
を構築するためには、自施設の体制の中で使える
既存の仕組みを有効活用する。

・�コンサルテーション体制を担保し、いつでも誰で
も助言を求めてよい関係性づくりが大切である。

・�HIV感染症担当看護師が一人で何でも対応するの
ではなく、他職種含めた代行・補完など看護体制
を見直すことが必要である。

・�看護部の絶対的なバックアップ体制が必要である。
・�横断的活動として、HIV診療体制やHIV診療に関

わる成果の可視化など、院内の会議や研修等で定
期的に触れ、院内各部門間の連携強化と病院全体
の理解をすすめていくことが大切であると提示し
た

③令和7年度　成果発表シンポジウムin関東甲信越
背景：令和6年度セミナーでは、看護師の人材不足
を克服した事例をもとにセミナーを開催したとこ
ろ、多くの参加者が困難への対応に共感した。セミ
ナー終了後のアンケートでは、様々な事情を抱えた
看護師らが、人材不足ながらも支援の取り組みの工
夫や、課題を克服しようと努力している状況が明ら
かとなった。
目的：看護師間の相互交流セミナーにより、看護師
の活動の実態把握とその取り組みが明らかとなった
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ので、これらの経験を共有することを目的に成果発
表シンポジウムを開催した。
・�令和7年度成果発表シンポジウムの参加者は看護

職87名、事後のアンケート回収26.4%であった
（事前登録なしでアドレスを保有していないため
メールによるリマインドができず、終了時の回答
のみ回収となった）。

・�アンケート結果では、初めての参加35%、HIV感
染者の療養指導・相談対応に「現在対応」74%。、
シンポジウムの内容は今後のHIV看護活動の「大
変参考になる/参考になる」100%、今後もセミ
ナーに「参加したいと思う」96%と好評であった。

（2） 看護職と心理職の協働
①令和5 年度　全国のHIV 診療に携わる看護職と心

理職の相互交流セミナー
・�テーマ「メンタルヘルスに課題のあるHIV 陽性

者に対する看護職と心理職が協働する支援とは」
・�教育講演「メンタルヘルスに課題のあるHIV 陽

性者への看護職と心理職の協働にむけて」
・�事例提供「抑うつを呈したHIV 陽性者への初診

時からの支援を振り返る」
・�ディスカッション「チーム医療における看護職と

心理職の協働について」では、“患者から性行動
の詳細を聞けなかった理由”、“精神科の受診先の
検討”、“看護職・心理職の協働”、“心理士が介入
する時期”、“患者の変化をとらえるポイント”、
“抑うつのスクリーニングテスト”に関する意見交
換が行われた。

②令和6年度　全国のHIV 診療に携わる看護職と心
理職の相互交流セミナー

・�テーマ「メンタルヘルスに課題のあるHIV 陽性
者に対する看護職と心理職が協働する支援とは 
Vol.2」

・�教育講演「中年期から⾼年期におけるHIV 陽性
者のメンタルヘルスの変化とその⽀援」

・�事例提供「両親の介護のために帰郷したHIV 陽
性者のメンタルヘルス⽀援を振り返る」

・�ディスカッション「「ライフステージの変化を踏
まえた看護職と心理職の支援役割とは」では、“看
護職はチェックリストの活用にあたり、どのよう
に患者に声かけをするか”、“中高年期の陽性者へ
の支援における心理士の役割とは”、“患者の孤独
にどう寄り添えるか”、“中高年期の患者が老後生
活のイメージを持つためのきっかけづくりとは”、 
“中高年期の患者を支えるために社会全体で取り
組むべきこととは”に関する意見交換が行われた。

③令和7 年度全国のHIV 診療に携わる看護職と心理
職の相互交流セミナー

・�テーマ「メンタルヘルスに課題のあるHIV 陽性
者に対する看護職と心理職が協働する支援とは 
Vol.3」

・�教育講演「HIV 陽性者の初診時からのメンタルヘ
ルスに関する看護職と心理職のアセスメントと連
携のポイント」

・�事例提供「葛藤する治療意欲に寄り添いながら、
自律的な治療参加を⽀える⽀援」

・�ディスカッション「医療不信のあるHIV 陽性者
に対する患者参加型医療の取り組みとは」では、
“薬害被害者への支援について”、“患者にどのよ
うに声かけを行うか”、“看護職と心理職の役割や
目標について”に関する意見交換が行われた。

・�以上、すべてのセミナーに対し日本エイズ学会認
定制度の教育研修単位3単位の取得を可能とした。

（3）�3年間にわたるセミナーとシンポジウムに関する
別冊報告書の作成

・�3年間に渡り開催したセミナーとシンポジウムに
関する別冊報告書を“看護職”、“看護職と心理職”
向けに2種類作成した。

・�全国エイズ治療拠点病院のHIV感染者に携わる看
護職や心理職、後援の承認を受けた行政や関連機
関に配布する。

4） HIV感染初期患者への疾患や治療、療養に関する
説明に対し補足または理解の向上を目指した教材
の制作。

（1） �既存の教材「からだ・こころ・くらし・くすりノー
ト（通称：患者ノート）の配布状況と活用実態の
把握

①配布状況
患者ノートはエイズ治療・研究開発センター（ACC）
にて長年、制作・配布しHIV感染初期患者へ治療
や療養に関する説明の補助資料として、広く全国の
拠点病院等で活用されている。現在のバージョンは
2025年2月より配布を開始し、申込による配布施設
85施設、送付済み6,412冊（患者配布：3933冊、研
修・職員用2479冊）であった。
②活用実態の把握
・�患者ノートの申し込みのあった医療機関あてに

Formsにて活用状況の調査を依頼し47施設から
回答を得た。

・�基礎的内容は活用されている
・�薬剤詳細は使用頻度が低い
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・�電子書籍は認知されているが利用は限定的である
・�紙媒体は利便性が高く現場で有用
・�電子書籍は補完的手段として一定の評価あり
・� 当面は電子媒体と紙媒体の両方の活用が望ましい

との回答が多かった。
（2）�HIV感染初期患者向け教材（リング製本）を制作

し普及する。
・�調査結果より紙媒体の教材が有効と考え、説明時

の補足、および理解の向上を目的とした補足資料
「これだけは、知っておきたい! HIVはどんな病
気」を制作した。

・�卓上で患者と共に確認できる自立型のリング製本
とし、青色の表面には患者向けの内容、ピンク色
の裏面には医療者向けの専門的な内容を記載し
た。

・�全国のブロック拠点病院、中核拠点、拠点病院
369施設に発送する。

D．考察
1．HIV感染症看護支援体制調査
1） HIV感染症看護支援体制調査から

本調査では下記の結果が明らかとなった。
（1）医療区分による体制格差の明確化
（2）院内活動と院外連携のアンバランス
（3）看護師の役割認識と業務負担
（4）人材育成の課題
（5）時間確保のジレンマ
（6）構造的課題の整理
本調査から見える本質的課題として、

① �体制の階層化はあるが機能的連動が弱い：ブロッ
ク拠点病院→中核拠点病院→一般拠点病院の支
援構造は制度上存在するが、一般から中核への
相談活用は低い。

② �院外連携の制度的保障が弱い：「業務命令がない」
「機会がない」が未実施理由に多い。

③ �看護業務の公式位置づけが曖昧：「業務にない」
という回答が一定数存在する。

④ �多忙による実践制限：役割期待と実行可能性の
ギャップがある。

⑤ �医療区分ごとの特徴：HIV感染症看護支援体制
が、ブロック拠点病院では成熟しているが、一
般拠点では個人の努力に依存の傾向があり、院
外連携は全国的に脆弱であることが示唆された。
特に重要なのは、「能力不足」よりも「構造的機
会の不足」の課題であった。

今後の課題への対応としては、

・�中核拠点病院の看護師におけるハブ機能強化
・�院外連携活動の業務化・明文化
・�標準的HIV看護モデルの全国展開

が政策的に求められる。

2）看護管理者の認識から
医療区分ごとの役割と機能として、ブロックは高

度支援と人材育成、中核は地域連携のハブ機能、一
般拠点は継続療養支援がある。しかし、ブロックは
役割集中による負担過重で、中核拠点は体制未整備
の中間的困難があり、一般拠点病院は経験不足と不
安が生じている。これらは単独施設では解決できな
い課題が多く、互いに連携の取れる広域ネットワー
クを強化することで、専門性の共有、負担の分散、
経験機会の補完、孤立感の軽減が可能になると考え
る。

医療区分ごとに課題の内容は異なるものの、役割
遂行困難の背景には、「人員配置の制約」「教育体制
の不足」「役割集中」「施設間格差」という構造要因
が存在していた。今後の検討事項としては、個人の
努力の促進よりも看護支援体制の設計の再検討が重
要であり、「役割の段階的分担」「教育支援の階層化」

「広域ネットワークの整備」が必要と考える。その
ためには「支える構造の問題」に焦点を当てて、役
割の可視化と階層化を明文化することが重要であ
る。

3）HIV医療に関わる特定集団へのヒアリングより
本調査では、先行して実施した「看護支援体制に

関するアンケート調査」の分析結果を踏まえ、HIV
医療に関わる特定集団（社会福祉法人はばたき福
祉事業団、大阪HIV薬害訴訟原告団医療班、看護
の有識者、8ブロック拠点病院の代表HIVコーディ
ネーターナース）に対し、HIV看護支援体制およ
びHIVコーディネーターナースの役割や活動、位
置づけに対する認識、現状の課題等をヒアリング
し整理した。（HIVコーディネーターナース(以下、
HIV-CN）：原告の要望により創設された看護職）

（1）薬害原告団からの意見
①コミュニケーションとアセスメント向上への期待
・�HIV-CNには傾聴力、深堀り力などにより「全人

的理解」「気づき」「言語化支援」が期待されている。
・�患者の微細な変化に気づき、チームに共有できる

能力も求められる。
②チーム内での役割の不明確さ
・�転院調整では看護師の介在がないことに違和感が
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ある。医療の継続にCNの関わりは重要。
・�HIV-CNには「進行管理役」として継続支援する

体制が必要。
・�人員不足による個人担当制の困難さは理解してい

るがHIV-CNには担当制で対応してほしい。
③地域生活支援の弱さ
・�地域における偏見や受け入れ拒否の実例あり。
・�高齢化・自死事例を背景に、在宅訪問や継続支援

への期待あり。
・�福祉連携と啓発活動の必要性。
（2）看護の有識者からの意見
①意思決定支援は看護の専門領域
・�治療選択やカミングアウト支援はHIV-CNの重要

役割。
②訪問支援の教育的・質的意義
・�高齢者の生活イメージのずれによる退院調整のミ

スマッチを防ぐために、自宅訪問で実際の生活を
知ることは、看護の質向上と教育効果をもたら
す。

③専門職としての再定義と事業化
・�HIV-CNを専門職集団として位置づけ、相談支援

を事業化するのも一案。
・�就業規定に縛られない横断的活動のモデル事業の

提案。
・�ゲートキーパー機能の強化
・�医療・福祉・介護を繋ぐ総合窓口機能とする。
・�福祉介護における制度知識の強化が必要。
（3）現職HIV-CNからの課題
①任用と指揮命令系統のねじれ
・�雇用元と実務指揮系統の不一致がある。
・�ブロック拠点病院の看護師が担う役割認識が不明

確。
②役割定義・教育体制の不十分さ
・�担うべき看護師の役割に関するマニュアル不在、

引継ぎ不足。
・�ローテーション人事により専門性が蓄積されない。
③院外活動への理解不足
・�管理者の理解を得にくく活動制限あり。
・�訪問支援は患者希望によるため心理的・制度的障

壁あり。
④業務過多と孤立
・�ブロック間の連携困難。
・�相談できる場の不足。
・�兼務による負担増大。
（4）総合的考察

①管理者の共通認識の確立
・�HIV-CN役割の再定義と全国的な認識統一が急務。
・�管理者交代後も引継ぎ可能な管理者向け書面の策

定
②教育内容の充実
・�生活背景理解
・�高度なコミュニケーション能力
・�制度知識強化
・�訪問支援を含む実践教育
③院外活動モデルの構築と拡充
・�MSWとHIV-CNのチームアウトリーチ体制。
・�偏見解消のための啓発活動。
・�ACCやブロック拠点病院によるモデル提示と人

材育成。
総合的にHIV-CNに対し期待することについて

は、
・�「全人的支援」
・�「ゲートキーパー機能」
・�「院外連携の推進」
・�「専門職としての再規定」が求められていた。

今後は、管理者層への働きかけ・教育体系整備・
院外連携モデル構築を柱とした体制再構築が必要で
ある。

2．首都圏エイズ治療中核拠点病院多職種・行政連絡
会議（看護分科会）における看護体制及び活動支
援、行政との連携によるHIV看護ネットワーク構
築の検討

・�「活動報告共有シート」を用いることにより、出
席者の報告内容が項目ごとに整理され、他医療機
関との比較により課題の抽出やその対応策を検討
しやすくなった。

・�自施設内にHIV感染症を担当する看護師が自分以
外に存在しないことも多く孤立感をもつ看護師は
少なくないが、他施設の患者動向や看護師がかか
える困難の共有、支援の状況を知ることにより看
護へのモチベーションアップにつながり看護師に
対する有効な活動支援と考えられた。

・�このシート活用を徐々に普及し全国で活用される
ことにより、看護体制や看護活動の実態を効率よ
く把握し、課題の抽出や対応策を検討ができると
考えられ、全国的な看護の質の向上にもつながる
と考える。

・�一般拠点病院の看護師の活動の実態の把握は難し
い状況だが、中核拠点病院の担当看護師による状
況把握とリスト化を継続的に行い、首都圏の一般
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拠点病院の看護師との双方の情報共有が可能な会
議開催等を検討する。

3．看護師間・多職種間の相互交流における協働支援
の習得・普及と療養支援のネットワーク構築の検
討

・�看護師相互交流による令和5年度、令和6年度の
セミナー、令和7年度のシンポジウムは全て好評
であった。3年間の集大成である報告書は、知識
の習得・学びを深めることに役立つと考える。

・�看護職の人材不足や多忙は、良い意味で多職種と
相互補完しながら支援を行うことにつながってい
るが、包括的な患者理解のないまま、看護師が多
職種に支援を任せてしまうことへの危惧がある。
看護師が自身の職種の役割をしっかり認識し実践
していけるよう今後も事例を通した看護のモデル
提示を行いながらセミナーを継続開催していく。

・�HIV感染者のメンタルヘルス支援の需要は高まっ
ているが、心理職がHIV感染症の診療科に待機し
ていることは少なく、多くの医療機関では環境的
な連携のとりにくさが生じていると考える。看護
職がより一層のアンテナを働かせ、HIV陽性者の
状態をキャッチし心理職につなぐことが課題であ
り、今後もセミナーを継続して開催し、看護職と
心理職の協働支援の重要性を共有していくことが
必要と考える。

4．HIV感染初期患者への疾患や治療、療養に関する
説明に対し補足または理解の向上を目指した教材
の制作。

・�調査結果から紙媒体による教材は利便性が高く現
場では有用とされたため、この度、リング製本の
教材を制作した。今後は実際に通院患者に活用し
た状況について調査する。

・�患者ノートに関して、電子書籍利用のアクセス数
を検証し、次年度は患者ノートの内容の構成を再
検討する。

E．結論
・�看護支援体制調査から、「人員配置の制約」「教育

体制の不足」「役割集中」「施設間格差」という構
造要因の存在が明らかとなった。今後の検討事項
として、個人の努力の促進よりも「役割の段階的
分担」「教育支援の階層化」「広域ネットワークの
整備」等の「支える構造の問題」に焦点を当てて、
役割の可視化と階層化を明文化することが重要で

ある。
・�薬害被害者支援団体からHIV-CNに対し期待する

ことは、「全人的支援」「ゲートキーパー機能」「院
外連携の推進」「専門職としての再規定」が求め
られていた。

・�ACCブロックのHIV-CNの機能強化による看護支
援体制の見直しと再構築が望まれる。

【提言】
HIVコーディネーターナース（HIV-CN）機能強化に
よる看護支援体制の見直しと再構築に関する提言

1．HIV-CNの制度的位置づけの明確化
・�薬害エイズ裁判史,第4巻恒久対策編（P50〜）には、 

”HIV-CNは原告団が医療体制整備の際に新しい医
療の試みとして（旧）厚生省に対し特に導入を求
めたシステム”と記載され、政策的に位置づけら
れてきた経緯がある。
（以下抜粋）
「チーム医療、包括医療システムの中で個々の患

者の側に立って、患者をサポートするスタッフであ
る。患者担当制を原則とし、それぞれの患者に対
し、外来、病棟、在宅等療養の場にかかわらず継続
した支援を提供する。HIV感染症およびその合併
症（日和見感染症）は全身に及ぶことは記述のとお
りであるが、そのために他科診療科受診も多い。診
療科の調整、連絡も担う。それにとどまらず服薬指
導、インフォームドコンセントにおいても、医師を
補助し患者の理解度に応じて助言し相談を受けるな
ど重要な役割を果たす。患者が地方在住の患者であ
る場合には、地方の医療機関とエイズセンターとの
橋渡しも行う」とある。
・�ACCまたはNHO大阪医療センターにおけるHIV-

CNの研修によりブロックや中核拠点病院の看護
師を中心にHIV-CNが育成されているが、位置づ
けについては、自施設の体制に任されているのが
現状である。

・�HIV-CNの役割機能は3つあり、「セルフケアマネ
ジメント支援」「意思決定支援」「院内外の多職種
との連携調整」である。この役割自体は変わらな
いが、HIV感染症医療の歴史と共に役割を担う必
要な活動に変化が生じていることを共有する。

・�HIV-CNの役割機能・位置づけに関する認知度に
は課題があり、その対策として、HIV-CNの職務
内容を国や原告とともに明文化し、全国拠点病院
への通知を検討する。
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・�管理者とHIV-CN共通のガイドライン（引継ぎに
対応しうる）を策定し、役割理解を全国で統一す
る。

2．教育・認定制度の体系化
・�全国共通の標準教育プログラムを検討。
・�定期的なスーパービジョン体制の構築

3．院外活動の制度化
・�診療報酬につながる業務化や制度化
・�地域施設向けHIV啓発・教育活動への国からのサ

ポート

4．専門職としての事業化・持続可能性の確保
・�専従配置に対するインセンティブの検討（バーン

アウトや離職予防）
・�専門職キャリアパス整備
・�全国CNネットワークの制度的支援（相談システ

ム）

5．期待される効果
・�患者の孤立・自死予防
・�地域偏見の軽減
・�生活圏の拠点病院への転院調整の円滑化
・�医療・福祉・介護の統合的支援の実現
・�薬害エイズ問題の風化防止
・�HIV感染症の看護支援体制の課題への対応

以上、HIV医療は、急性期医療から慢性期・高齢
期支援へと転換期を迎えている。HIV-CNは外来看
護師が担っていることが多いが、活動場所は様々な
医療・福祉・地域をつなぐ「制度横断的専門職」で
ある。

本提言は、看護の専門性を再定義し、患者の尊厳
を守る包括的支援体制を構築するための基盤整備を
求めるものである。
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